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はじめに

工業化を目指す途上国の貿易政策がどのよう

にあるべきかについては，さまざまな視点から

議論が続けられている。途上国もできるだけ貿

易・投資の自由化を行い，世界市場で競争力を

持つ産業を育成していくというjj向については，

基本的に合意されているといってよいだろうが，

自由化政策実施の過程において途上国経済がど

のような影響を受けるのか，この調整過程にお

いてどのような政策措置が必要なのか，あるい

は必要でないのかについては，明確な結論が出

されているわけではない。

輸出指向戦略をとり，貿易自由化による工業

化の成功例として喧伝された東アジア諸国の経

験についても，その工業化の過程では，産業保

護的な政策措置が一定の役割を巣たしたとの評

価は定着しつつある。例えば，今岡・大野・横

山（1985）は，輸出の増加が全般的な工業化を

可能にした理由について，韓国の貿易自由化の

進展は漸進的なものであり，輸出優遇的な政策

と輸入代替的な政策がかなりの期間にわたって

「アジア経済』 XXXIX-8(1998.8) 
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併存していたことを指摘し，このような複線的

な保護政策の下で，輸出の増大によって誘発さ

れた中間財需要の国産化が，圏内市場保護政策

の下で規摸の経済を実現する形で進展したと論

じている。最近になって， WorldBank (1993) 

では，輸入代替的政策による歪みを中立化する

という留保条件の下ではあるが，産業保護的な

輸出優遇措置が肯定的に評価されている。

また，今日，途上国を取り巻く世界の貿易体

制の状況は，東アジア諸国の経験したものとは

大きく変化している。すなわち， WTOによる

途上国条項の見直しゃ，アジアにお付る AFTA

(ASEAN自由貿易地域）やAPECなどの，途上

国を含む地域経済統合体の創設など，途上国自

身による工業化戦略の一環としての自主的な貿

易自由化という意味だけでなく，貿易市場へ参

加するための条件としての自由化の任力が強く

なってきている。特に，最近になって，関税・

数量規制など貿易政策による障壁ばかりでなく，

投資規制や税制・法制度など，広義の国境障壁

の削減・撤廃が求められるようになってきてい

る。

このような，世界市場における貿易・投資の

自由化，いわゆるグローパリゼーションの進展

に伴って，多国籍企業の世界的な活動が活発に

行われるようになり，多国籍企業の国境を跨い

だ販売・調達ネットワークの中での工程間分業
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や企業内貿易取引が国際間の貿易取引に占める

割合が大きくなってきている。財の移動だけで

なく，多国籍企業の子会社・工場自体も痘接投

資などの形で，最適な立地を求めて国際間をか

なり自由に移動するようになった。この結果，

途上国の貿易や産業の動向も，これらの多国籍

企業の行動によって大きく影響を受けるように

なってきている。

貿易・投資自由化の進展と直接投資の増大と

いう状況の下では，各国間の要素賦存の差や関

税・数量規制などの政策的な貿易障壁の効果な

どの，伝統的な比較優位モデルが焦点を当てて

いた要因の重要性が相対的に低下し， 2国間の

距離や企業の立地条件（規模の経済，集積の利

溢等）などの，いわゆる経済地理的な要因の重

要性が増してきていると言えるであろう。これ

までの貿易論においても，輸送費や規模の経済

を取り入れた分析は試みられてきているが，こ

れらの要闘を組み込んだ体系的なモデルによる

分析の試みが行われるようになったのは，最近

のことである。小論の目的は，経済地理的な要

因を組み込んだ貿易モデルの例として，規模の

経済の存在と多国籍企業の立地行動を陽表的

に考慮したクルーグマンコベナブルズのモデル

(Krugman and Venables 1990）を紹介し，彼ら

の分析結果を吟味することによって，貿易の自

由化が途t閣の製造業部門にどのような影響を

及ぼすかについて，新たな視点から検討を試み

ることである。

以下，第I節では，貿易論の中での経済地理

的要閣の位置づけについて簡単に触れ，第II節

では，途上悶と先進国の2国，製造業部門と非

製造業部門の2産業を想定し，縦横の経済と輸

送賛金組み込んだ基本的なモデルの枠組みにつ
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いて述べる。第四節では，費易自由化の効果に

ついて，企業立地行動および比較優位の要国を

考慮して，検討する。最後の第N節は要約であ

る。

I 貿易構造と経済地理的要因

1. 貿易構造の決定要園

伝統的な貿易論において， 2国間｛あるいは

多国間）の貿易構造を決定する要問としては，

要素賦存の違い，生産技術の違い，需要構造の

違いなどがあげられてきた。特lこ，標準的な樫

論として現在でも支配的な HOV（へクシャ

オリーン＝ヴァネック）のモデルは，貿易の決定

要因として各国間の重要素賦存の格差に主主目した

ものであり，基本的なモデルにおいては国際的

な技術格差や帯要構造の違いについては無視さ

れ，各国で同ーの構造を持つと仮定される。こ

の点については，この理論の本来の意義が「技

術や需要構造が同－・・の2国間においでさえ，貿

易は発生し，樹立の利益となる」ことを主接す

ることにあった点を考えると当然であるとも言

える。特に，先進国間では，国際的な技術水準

や寄望書構造の均等化は，要素賦存の場合に比べ

れば，ある程度早く実現する可能性があるかも

しれなししただし，途上国を視野lこ入れると，

労働豊富な途上国と資本豊甚な先進国という一

般的な想定は的外れではないとしても，今日の

途上i刊の貿易構造を左右する重要因として，技術

水準の格差を無観ずることはできないであろう。

日ov理論の想定している世界では，自由貿

易の開始によって，各閣の経済があたかも 1つ

の経済に統合されたかのような状況（integrat吋

叫uilibrium）となる。そこでは，市場競争の結



果，最適な国際分業が実現し，財の価格および

要素の価格は世界各国で同ーとなる（要素価格

の均等化）。現実の世界でも基本的には自由競

争による貿易取引が行われており，多くの産業

において近似的には統合された世界市場が存在

しているとみてもよいだろう。少なくとも短期

的な視点からの議論では，各国の与えられた比

較優位の条件をかなりの程度反映した形で，市

場を通じた国際分業が実現し，貿易構造が決定

されていると言ってもよいかもしれない。もち

ろん，現実には，先進国の衰退産業や戦略産業

の保護政策や，途上国の幼稚産業保護政策など

例外もかなりの数に上る。また，途上国を含め

て考えると，要素価格の均等化が実現している

とは言い難い。

仮に， HOV理論の諸仮定を認めて，完全に

統合された世界市場における貿易均衡が実現し

ているとしても，途上国の経済発展の問題は残

される。すなわち，自由貿易によって世界市場

における効率的な国際分業は実現するが，各国

の初期条件を所与とした時の各国の経済格差の

問題は，少なくとも短期的には解決されない。

これは， ミクロ経済学の基本的な一般均衡モデ

ルの解の問題点として指摘される点，つまり均

衡解は効率性に関しては最適解といえるが，初

期保有に左右される所得分配の問題は残るとい

う課題でもある。

現実にも，国際間の貿易取引とは異なり，も

ともと財の取引や要素移動の障壁が存在しない

一国内の経済構造をみても地域格差の問題は残

されている。例えば，囲内の経済格差が小さい

とされている日本においても，国内の生産・雇

用・賃金水準の地域間格差の解消は長期にわた

っての課題であり続けており，さまざまな政策

途上国の貿易政策と経済地理的な要因

措置が講じられてきている。また，経済取引に

関する国境障壁の完全撤廃を試みた実験ともい

うべき EUにおいても，北部の先進工業国と南

部の農業国の聞の地域格差の是正は課題であり，

統合の協定の中に各種の調整のスキーム（基金

など）が組み込まれている（大野・岡本 1995,

430←445）。象徴的に表現すれば，途上国の経済

発展の問題は，貿易・投資の自由化が進展すれ

ば，統合した世界市場における途上地域と先進

地域の聞の地域格差の問題に転換することにな

る。

2. 経済地理的要因

地域聞の経済格差の問題は，これまでは主に，

地域間取引や企業立地の問題を分析対象とする

「地域経済学」や，都市の形成や都市の構造を

対象とする「都市経済学」と呼ばれる分野で扱

われてきた。これらの分野では，地域聞の経済

構造の決定要因として，地域聞の「距離・輸送

費」と「集積の効果」の存在が強調される。

貿易構造の決定要因として，要素賦存の違い

を強調する伝統的な貿易論においても，貿易相

手国との匝離は，完全に無視されていたわけで

はない。「輸送費」を考慮した貿易モデルの分

析（注1）や，地域経済学の成果でもある「グラビ

ティー」（gravity）という概念を用いた貿易構造

の実証分析も試みられている。ただし，これら

の分析は，ある意味でアドホックなものに留ま

り，途上国と先進国の聞の貿易の議論において

も，要素賦存や貿易政策の要因に焦点が当てら

れることに変化はなかった。

最近になって，一方では，貿易・投資の自由

化の進展，多国籍企業の役割の増大，地域経済

統合の結成などの世界市場の変化があり，また

他方では，規模の経済を組み込んだ独占的競争
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モデルが理論分析の標準モデルとして認知され

るようになったことなどを背景として，地域経

済学や都市経済学のアプローチを貿易論に取り

入れた分析が試みられるようになった。

この「新しい空間経済学」（藤田 1996）ある

いは「新しい経済地理学」（Krugman1991)と

も呼ばれるアプローチによる貿易の分析枠組み

では，距離的要因を含む経済地理的（空間的）

要因が重視され（注2），これらの影響を体系的に

議論することが可能になっている。経済地理的

要因とされるものには大きく分けて2つある。

一つは広義の貿易障壁と，もう一つは，需要や

生産の構造の地域特性である。広義の腎易樟壁

には， 2国聞の輸送費などの距離的障壁と関税

・数量規制などの政策的障壁，文化・言語・習

慣などの社会的障壁などが含まれる。このこと

は，たとえ関税・数量規制などの政策的な障壁

が撤廃されても，広義の貿易障壁の一部は残存

することを意味する惜3）。需要や生産構造の地

域特性には「集積の効果」（注引などの規模の経

済の要因が含まれ，これらの要因の導入によっ

て，企業の立地や労働者の地域間移動をも視野

に入れた分析が可能となっている。

規模の経済と輸送費の存在を考慮した貿易モ

デルによる分析の例として，「自国市場効果」

（“home market effect”）に関する一連の研究が

ある。例えば， Krugman(1980）は， 2国間の輪

送費と生産における規模の経済の存在を考慮し

たモデルによる分析では自国市場効果が働くた

めに，従来の比較優位モデルによる分析とは異

なった結巣が導出されることを示している。自

国のある財に対する圏内需要が（外生的に）増

大した時に，比較優位モデルにおいてはその財

の輸入が増大するはずであるが，彼のモデルで
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は，自国の国内需要の規模が増大すると，輪送

費による貿易障壁が存在するために輸入ではな

く国内生産が増加し，生産の規模の増大により

規模の効果が働き，自国の財の競争力が高まっ

て，輪入はむしろ減少し，さらには輸出が可能

となる。極端な場合には，その財の生産を世界

市場で独占することになる。すなわち，自国市

場の当該財の需要規模が相対的に大きい国がそ

の財の輪出国となる可能性が高いと論じている。

さらに，「輸出促進のための輸入保護」という

逆説的なタイトルの論文（Krugman1984）では，

規模の経済性が存在し，クルノー型寡占状態に

ある産業において，関税による保護政策が有効

なことが示されている。 また， Helpmanand 

Krugman (1989. 137 140, 145 153）は，独占的

競争を想定した場合には，関税の賦課によって

当該財の圏内価格が低下する可能性があり（沌ヘ

小国にとっての最適関税が正となる可能性があ

ると述べてし喝。関税による産業保護政策の影

響についてのこれらの結果は，規模の経済の利

益と輸送コストの相対的な大きさによって生ず

るものであり，伝統的な比較優位論モデルの結

論とは対照的なものである。

（注1）例えば，古典的な例として， Mundell

(1957）カ1ある。

（注2) 経済地想的要因を組み込んだアプローチ

比 2地点間の鋭灘（経済距離）および，規模の経済

や集積度なとVコ地点ごとの条件をも考慮するという

意味で，「空間の経済学」とも呼ばれる。

（注3) 貿易障壁のうちの距離的要因は，経済的な

悠味では，輸送にかかる運賃と待問（運送中の日減

りや機会費ftJ）として顕在化するわけであるが，普

通の場合には両方の意味を込めて，輸送にかかる取

引費用，「輸送費」として定義される。貿易を行う際

にかかる取引費用としての関税，通関手続きにかか

る費用・時間などの非関税鱒塗なども，この「輸送
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資」の概念に含まれうる。ただし，関税の場合には，

一方で貿易取引のコストとなるのに対して，他方で

は政府の税収となる。輸送にかかる運賃についても，

遂輪業部門の収入となる効果があるわけであるが，

経済地理的モデルにおける f輸送費」の定義では，

一般的には議論の単純化のために，目減りによるコ

ストとして扱われることが多い。また，既述ωとお
り，貿易障壁には，文化・言語・習慣などの社会的

要因も含まれており，特に途上陸と先進国の聞の社

会的要因の差は大きいと考えられるから，この場合，

輸送費や政策的障壁だけでなく，社会的要因の存在

にも留意しておく必著書がある。すなわち，貿易自由

化によって撤廃される障壁は，上で述べた政策的障

壁であり．社会的障壁は少なくとも短販には解消さ

れない。

（注4) 「集積の効果」としては，（1）生産地と消費

地が近接することにより，最終製品の輸送や情報のコ

ストが節約される効果，｛2｝各種の企業群の集積により，

企業問の際材料・中間財や各種サービスの調達・取

引に関わる輸送・情報コストが節約される効果，（3)

企業群の集積とそれに伴う労働・人的資本の集積，

いわゆる「産業クラスター」の形成によって生じる

技術・情報の外部経済効果，（4)（過度の）集積に｛辛

う賃金・地価の上昇や「混雑」による外部不経済効

果，などがあげられる。集積の効果の具体的な定式

化については，本特集の各論文を参照。

（注5) ただし，彼ら自身は，この結果が成立す

るのは，規模の経済の効巣がかなり大きくかっ製品

の輸送費が高いような産業の場合だけであり，実際

に該当する産業は少ないであろうとしている。

II 途上闘の貿易自由化と経済

地理的要因

以下では，欧州の統合による域内諸経！への影

響，特に域内経済格差の可能性の問題を論じた

クルーグマン＝ベナプルズのモデル（Krugman

and Venables 1990）の分析結果を紹介する形で，

先進国と途上国聞の貿易自由化が，途上国の工

業化にどのような影響を与えるかについて検討

途上国の貿易政策と経済地理的な要因

してみよう。

モデルは，国際間の貿易構造の決定要国とし

て，規模の経済性，輸送費，要素移動の3要因

を考慮したモデルである。相対的に経済規模の

小さい「小国」と，経済規模の大きい「大国」

の2つの国を想定し，両国間の貿易が自由化さ

れた時に，各国経済にどのような影響が及ぶか

を検討する。

経済発展の文脈Iこ置き換えれば，大国である

先進国と小国である途上国の聞の貿易構造が，

貿易自由化によってどのような影響を受けるか

を論じることになる。伝統的な貿易論のモデル

では，静学的な比較優位の基準でみれば，小田

の最適関税はゼロ，すなわち自由貿易が最も望

ましい貿易政策であるとの結論が導き出きれる。

これに対して，経済地理的な要因（2国聞の

距離的要因，規模の経済，要素移動）を考慮した

時には，伝統的な貿易論とは異なる結論が導か

れる可能性がある。

1. モデルの基本的な想定

先進国と途上国の2国を考え，初期時点にお

ける途上国市場の需要規模を表すパラメータを

S1，先進国市場の需要規模を表すパラメータ

を S2とする4け1）。初期において市場規模は先

進国の方が大きいから， s1<S2である。

両国には各々 2つの産業部門が存在する。一

つは，貿易可能な財を完全競争的な条件の下で

生産する部門である。もう一つは，不完全競争

の条件下で生産，販売が行われる部門で，以下

ではこの部門（製造業部門と呼ぶことにする）に

注目する。

この製造業部門で生産される財は「差別的

（不完全代答的）」な製品群であり，この部門に

おいて生産を行っている企業の数を，途上国で
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はn1社，先進国ではn2社と表しておく。各企

業は，自社独自のブランド製品を生産販売して

おり，各企業の製品の聞の関係は不完全代替的

である。

2. 需要の構造

製造業部門の財は両国間で繁易取引が行われ

る。各製品（ブランド）の取引は，先進国で生

産されて，自国内で販売され，途上国へ輸出さ

れるものと，逆に途上国で生産されて，園内販

売され，先進国へ輸出されるものがある。以下

では，これを一般的に表して， i国で生産され

た製品のうち自国で消費されている分をx... 

j国へ輸出されている分を X；； と表すことにす

るο また， この際の国内価格をρii. 輪出市場

価格（相手国市場における販売価格｝をか2と表

しておく。ここで国内価格と相手国価格を区別

しているのは，自国から相手国市場までの製品

の輸送に費用がかかることを想定しているため

である。

i国で生産されたある製品に対する需要関数

を線形と仮定し，逆能型関数の形で以下のよう

に想定する。

まず，相手国市場での価絡は，この市場での

製品販売量Xりが増加すればするほど低下する。

また，この製品と代替的な他の製品，すなわち

i国で生産された他の製品の販売量（紘一 1)

h ，およびj国で生産された製品のj国市場

での販売量 nJXJJについても，これが増加すれ

ばするほど価格は低下する。

ρ－ !': 1 °tll) u a ーァ－1 ... Xリ

+ ll [ (ni-1 )xij＋い jjJ f 

where i, j = l, 2, i * j (1) 
自国市場での価格についても，上と同様に，
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当該製品の販売量X；；が増加すればするほど低

下し，この製品と代替的な他の製品，すなわち

i国で生産された他の製品の販売量（払 1 ) 

h ，およびj国で生産された製品の i国市場

での販売量叫んiについても，これが増加すれ

ばするほど価格は低下する。

ρu-a 1 j (l+B) 一 一一一1－一一一一－x,,
S; I 2 

十θ［（n;-1 )xu＋い JiJf 
(2) 

上の式中の0は，製品聞の代替弾力性を示し

ている。 ll= 1の場合は，製造業部門で生産さ
れている製品がすべて同質であることを意味す

る。ここでは， O<B<lの場合，すなわち製

造業の製品群が差別的な不完全代替財であると

想定している。また，議論を簡単にするために，

各国の国内で生産される各製品の需要や生産に

関しては対称性を仮定している。

3. 生産の構造

各企業の生産は，規模に関して収穫逓増的な

技術によって行われており，綿形の費用関数を

想定する。すなわち， i国の各企業の費用関数

C;は，同定費用を／｝，生産当り口J変費用を C;

として．以下の形で表される。

C;士山Xi十五， X；ご X，， 十Xu (3) 

この結果， t国企業の利潤は以下の式で表さ

れることになる。ただし，式中のtは， j固ま

での製品単位当りの輸送費を示している。

允zご（ム； C;)X；；＋（ρu-c,-t)xu f; 

where i * j (4) 

待企業が他の競合する企業の行動を与件とし

て，国内向け販売と輸出向け販売ごとに柑潤最

大化を図ると仮定すると，各企業の最適な生産

・販売量と価格の関係は，（4）式に(1）式と（2）式を

代入し微分して整理すると，一次条件として，
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以下の形で表される。

おこ（れ一 Ci)Siポ訂
Xii二（ρij Ci t) s ~. (6) 

j o+e) 

この場合の均衡の価格と生産量は， (1), (2), 

(5), (6）式により以下のように求めることができ

る。

…
7
 

z
 
z
 

h
y
 (7) 

＋土吐位牌土旦盟主士り斗.｛；.j士11[
2 I 1 + e ( n1 + n2) I 

ρ一（ci+t)(l-e)
り 2

(8) 

十（1 + fJ ) j a ± (} nJ c；十fJn;(c，＋りl
2 I 1十 （｝ （刀E十n2) I 

la-c，十On;I十Onr r ー勺)I
Xii= S； 卜一日以干お」 ~1 (9) 

_ la c, (1 + fJ n;) t ＋θn;(c;-cJI 
Xii Sj j 1 + (} （ん＋n2) I 

(10) 

次節では，この枠組みを用いて，貿易の自由

化が行われた時に，途上国の製造業部門の生産

や貿易構造にどのような影響が及ぶかについて

検討を試みる。このモデルにおいて貿易保護の

水準を表すパラメータは tである。ただし，貿

易自由化が完全に実施された場合でも，必ずし

もt二Oにはならない点に留意しておく必要が

ある。すなわち， tは，関税などの政策的な貿

易障壁だけでなく，政策的には完全になくすこ

とのできない距離的な要悶（輸送費｝をも含ん

でいると解釈される。

（注 1) s 1とれは，初期時点（貿易自由化隠始時）

の各国の国内市場規模を主主味しており，定数として

扱われる。すなわち，以下の d（・）／dtは，初期均衡

の近傍で評価されている。

途上毘の貿易政策と経済地理的な要因

(5) III 貿易自由化と多国籍企業の行動

1. 寡占的モデル

最初に，企業数n1, n2が一定で，生産費用

のパラメータが両国で等しいと仮定した場合を

検討してみよう。（9）式と（10）式で， iニl,j = 2 
とおいて tで徴分して， C1二のであることを

考慮して整理すると，

dx1 _ dx11 , dx12 _ s2+Bn2(s2-s1) 
一一一一-dt- dt' dt-1+e(n1十n2)

位。

となる。途上国（第1国）の経済規模は相対的

に小さし功ミふれ＜s2であり，右辺は正となる。

すなわち，貿易自由化による tの減少は，両国

間の相互の製造業製品の輸出入取引を増加させ，

途上国の製造業生産量を増加させる効果がある。

ただし，初期の tの水準がかなり高く，先進国

から途上国への輸出は可能であるが，途上国か

ら先進国への輸出が不可能であるような場合に

は， 111）式の右辺の分子は－S1!:ln2となり，自由

化の効果は逆に途上国の製造業生産を低下させ

る。このことは，先進国市場との距離が大きし

輸送費が嵩むような途上国の場合．貿易の自由

化によって製造業部門が縮小する可能性を示唆

している。

2. 企業立地の選択

上の結果は，各国の企業数が一定と保定した

時のものである。次に，企業数が変動する場合，

すなわち企業の自由参入・退出を仮定した独占

的競争の場合について検討してみよう。途上国

の経済発展の文脈では，各国の企業数の変動は，

多国籍企業の立地問題を意味する。例えば，国

内に進出している多国籍企業の数が，貿易の自
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由化によって新たに増加するのか，逆に途上国

市場に立地するメリットを失って先進国市場へ

引き揚げてしまい，減少するのかという問題で

ある。

独占的競争の場合の均衡の企業数は，各国企

業の利潤がゼロという条件を付け加えることに

よって求めることができるc すなわち，利潤を

定義した（4）式に，（5),(6）式を代入して，利潤＝

Oとした条件である。

π1二 2（ρ11-c1)2(si/(l+ e )) +2（ρ12 

c1 t)2(s2/0+e))-/1=0 (12) 

πz二 2（ρ22 c2) 2 ( s2/ ( 1十 e))+2（ρ21

-c2-t)2(s1/(l+e))-h二 O (13) 

各国での企業数と価格が正の植であることを

考慮して，（7), (8), (12), (13）式により，均衡の企

業数ηI, n2，価格ρH，ρlJが決定する。

これらの式を－ tで微分することにより，途

上国の国内での取引価格が貿易自由化によって

受ける影響は次の式で表される。

坐lL o+e片山21 血）
-df 2(x11X22 X12X21) 

(14) 

金主上ー盈lL 立二位
-dt dt 2 

(15) 

上の（凶式の右辺の分子は，先進国に立地する

企業の圏内市場向け販売量は途上国市場への輸

出量よりも大きい（X21 X22 < 0 ）から，負の

値となる。また，分母は， tが正である限り，

各国の企業ともに母国市場での販売量が棺対的

に大きいから，正の｛砲となる。この結果，（14)式

は全体では負となり，述上国企業の自国市場で

の販売価格は，貿易自由化により低下すること

になる。また，（15）式は，先進国に立地する企業

からの途上国への輸出製品の価格が，途上国に

立地する企業の販売価格以上に低下することを
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示してし〉る。

貿易の自由化は，途上国市場での製造業製品

の価格水準を低下させ，途上国の消費者に多大

の利益をもたらすことになるが，一方では，途

上国に立地する企業に重大な影響をもたらす可

能性がある。極端な場合，もし tの水準がゼロ

に近いと，途上国に立地する企業の数がゼロ

(n,=O）となる可能性がある。この場合，途

上国における製造業製品の生産は行われず，国

内需要は安価な輸入でまかなわれることになる。

この状況は，極度に閉鎖的な保護貿易体制を

とっている途上国において，国内向け販売を目

的として，この国に進出している多国籍企業の

対応を考えると分かりやすいて。あろう。ニの国

で貿易の詞由化が進めば，多国籍企業にとって，

途上国で現地生産を行うより，先進国において

まとめて生産を行い，途上国市場lこ輸出する方

が有利になり，途上国から引き揚げる可能性が

高まるのである。

3. 黄金格差

これまでの分析では，途上国と先進国の構造

的な差は，市場規模の差だけに注目していたが，

奨金格差を考慮した時の結果について検討して

おこうc まず，費易障壁によって生じる賃金格

差を考える（注1）。各国の賃金水準は労働生産性

に応じて決定されるはずであるから，規模の経

済が存在する製造業に特化した国の賃金水準が

相対的に高くなる。例えば，途上国が製造業製

品を先進国から輸入し，非製造業部門（収穫一

定産業）の製品を輪出している場合，先進国の

賃金ホ準の方が高いであろう。

初期に貿易障壁が存在して途上国においても

製造業製品の生産が行われている場合，製造業

製品の価格は初期の需要規模（したがって生産
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規模）の大きい先進国市場の方が安心需要・

生産規模の小さい途上国市場の方が高くなるか

ら，先進国における賃金水準は途上国に比べ高

いことを意味する。 tの水準が高いうちは，こ

の賃金格差も大きいから，途上国における製造

業製品の生産のインセンティブは，安易障壁に

よる圏内市場保護効果の直接の影響に低賃金の

影響が加わり，維持される可能性がある。貿易

自由化により貿易障壁が低くなってくると，企

業にとって先進国で大量生産された製品を途上

国に輸出する方が，途上国で低賃金コストによ

る少盤生産を行うよりも相対的に有利になり，

製造業の生産は先進国へとシフトしていくこと

になるであろう。

4. 生産規模と比較優位

次に，各国の製造業部門への労働供給関数が

右上がりである場合について検討してみよう。

この場合，製造業の生産規模が拡大していくに

従って，労働者の賃金も上昇するから，企業の

最適な生産の規模は， 2つの拾抗する要素，す

なわち，生産規模の拡大に伴う単位生産当り費

用の低下と賃金の上昇のバランスによって決定

されることになる（計三）。

製造業の生産に投入される生産望書素は労働だ

けであると仮定し，／を生産に際して固定的に

必要な労働投入量， cを限界的に必要となる労

働投入量（し通ずれも，単位生産当り必婆量｝とす

る。さらに， i国の賃金水準をuんとすれば， i

国に立地する企業の固定費用と限界費用は以下

の形となる。

C；ニ CW;, f;=fw; (16) 

さらに，非製造業部門（限界生産力逓減産業）

の生産水準をy；とし，この部門に特殊な生産要

素（例えば，土地）の存在量を k；，その価格を

途上国の貿易政策と経済地理的な要因

ハで表す。非製造業部門は完全競争的部門だ

から，製品の髄格を1とおけば，企業の費用条

件は， b( W;, Y;) = 1と表される。ただし，
b ( W；，ハ）は費用関数（ユニットコスト関数）

である。また，各国の労働存在量を ［； とすれば，

各国の要素市場の需給均等条件を，以下のよう

に表すことができる。

[; = y;b山河川＋n;[ (xけ X;;)C；＋五］

k；二 y;b,(W;, r;) (18) 

この時，もし特殊生産要素の価格が費用関数

と独立ならば，非製造業における労働の限界生

産力は一定となり，したがって賃金も一定とな

るから，モデ、ルの構造は前のケースと同じであ

る。もし， b,>Oならば，非製造業部門の労働

の限界生産力は逓減することになるから，この

部門での雇用が拡大すると，賃金水準は低下す

ることになる。

途上国は，製造業製品の純輸入国であり，国

内の雇用構造も非製造業部門で雇用されている

労働者の比率が高い。これとは逆に，製造業製

品の純輸出国である先進国では，製造業部門の

麗用シェアが高い。この結果，労働の限界生産

力が逓減する部門の雇用が大きい途上国の賃金

水準は，低い水準に押し下げられている。

このような初期条件のドで，貿易の自由化（以

下では，完全自由化ではなく， tの微小変化－dtを

意味する）が行われると，途上国の製造業生産

に対しては2つの相反する影響が及ぶことにな

る。すなわち，一つは，自由化によって，途上

国の園内市場向けの現地生産を行うインセンテ

ィブFが小さくなり，規模の経済を享受するため

に生産が先進国に集中していく方向への圧力で
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ある。他方，製造業の生産が先進国へ集中すれ

ばするほど，途上国では製造業（収穫逓増産業）

の雇用が減少し，非製造業（労働の限界生産力が

逓減する産業）の雇用が増大するから賃金水準

はますます低下していき，逆に，先進国では賃

金水準は上昇する。この賃金格差の拡大は，途

上国における生産コストを低下させ，先進国で

の生産コストを増加させるから，途上国で製造

業部門の生産を有利にする圧力となる。

貿易の自由化が途上国の製造業に与える影響

は，これらの2つの効果が絡み合って複雑であ

り，自由化の効果は単調なものではなし'o翰送

費も含めて貿易障壁が消滅する状況（ tニ引

の近傍では，費金コスト要閣が支記的になり，

貿易自由化によって途上国における製造業生産

は拡大する。逆に，初期時点における貿易障壁

がかなり高い水準の下での貿易自由化の進展は，

製造業生産の先進国への集中を促進すると考え

られる。

整理しておくと，自由化 (tの減少）の限界

的効果は一様でなく，自由化が実施される時点

の初期条件の水準 (tや賃金格差の水準）によっ

て異なる可能性がある。すなわち，初期条件が

(1) 2国聞の貿易が不可能なほどtの水準が高い

状汎では閉鎖経済均衡となり，製造業生産は両

国せ自給自足的に行われており， tの限界的引

き下げは貿易構造に影響を与えない。（2)tの水

準が，先進国に立地した企業からの輸出だけが

口I能な状況にある場合には，自由化（ tの限界

的引きートげ）によって先進国立地企業からの輸

出が有利になり，先進国の製造業生産が増大し，

途上闘の生産は縮小する。すなわち，途上国は

製造業生産の低下・賃金水準の下講を経験す

るm:nο （3）貿易障壁がかなり抵い水準の下で，
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企業にとって舞金コスト要因が支配的となり，

途上国から先進国への輸出も可能である状況に

ある場合には，貿易自由化によって，途上国は

逆に製造業生産の拡大・賃金水準の上昇を経験

する。（4）貿易障壁が消滅した状況の下では，賃

金水準は先進国と等しい水準となり，要素価

格の均等化が成立する均衡となる可能性があ

る（作4¥

製造業の縮小・賃金低下の局面と拡大・上昇

の局面の問に，局面が転換する貿易障．壁の水準

が存在するわけであるが，既述のとおり，この

モデルで定義された費易障撲（ t ）は，関税な

どの政策的障壁だけでなく，自然条件や文化的

．社会的条件などの簡単には解消できないと思

われる要因も含んでいる。もし，途上国の貿易

自由化への努力にもかかわらず，残された貿易

障壁の水準が製造業生産の拡大・費金上昇の局

面に人る水準より高ければ，この国にとって貿

易の自由化は製造業の縮小を招く結果に終わる。

ただい経済厚生の視点からみて，望ましくな

いとは註えない。途上国市場での製造業製品と

非製造業製品の価格は低下するから，実質所得

は上昇する可能’性もある。

（注1) i剖関関に賃金裕差が存在するのは，凶燦

！封］ω労働移動は無いと想定しているからてもある。

ぽ；2) 労働制約が緩い場合には，労働制約を考

藩しない場合と伺様に，規織の経済による生産費用

逓減の効果が支配約となり，先進国が完全特｛じとな

る可能性が大きい。以下では，集積の不経済効巣と

して，労働需給の遜迫による賃金上昇任カが支配的

となる（あるいは，霊堂持h鐙減効築と鈴抗するよう合）

ケースについて述べている。すなわち，内点解（不完

全特化均衡）の成立を仮定したI；での限定的な議論

である。不完全特化均衡の存在については，クルーグ

？ン 2 ベナブルズは，数値011で示している（Krugman

and Venabl告s1990)o 
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（注3) このケースでも，規模の経済の効果（費

用逓減効果）が支配的ならば，既述のとおり製造業

の生産はすべて先進国で行われ，途上国の製造業は

消滅するという結果になる可能性が大きいが，ここ

では費用逓減効果と桔抗する賃金格差拡大効果が歯

止めとなり，不完全特化の均衡が成立することを想

定している。

（注4) 規模の経済性のある産業は，近接する 2

地点に共存できないというのが，都市集積の理論モ

デルの一般的な結論てもある。本稿で取り上げている

クルーグマン＝ベナブルズのモデルは，労働移動の

不可能な2国聞の産業な地を想定しており，賃金格

差の調整は労働者の移動ではなくて，財の貿易取引

と企業の移動によってのみ行われることになる。こ

のため， 2国聞の貿易障壁がなくなった場合でも，

両国に企業が立地する不完全特化均衡が成立する可

能性がある。また，焼述のとおり，ここでは不完全

特化の均衡が成立するケースについて述べている。

N 結びにかえて

工業化の過程にある途上国を取り巻く環境は，

東アジア諸国が1960～70年代に経験したものと

比べて，大きく変化している。今日，貿易・投

資の自由化は，貿易市場へ参加するための前提

条件であり，自由化の実施のタイミングや速度

の決定に際しての途上倒の裁量の余地は限られ

ている。また，多国籍企業による直接投資の導

入が途上国の工業化に重要な役割を占めるよう

になってきている。

財や要素の移動が自由になり，世界市場の統

合が進んでいく状況の下では，各国の貿易構造

の決定要因として，各国間の距離や地域的特性

などの経済地理的な婆凶の主重要性が増してくる。

小論では，途上国と先進国の2国を想定し，生

産の集中による規模の経済，貿易障壁の存在，

企業の国際的な移動（参入・退出）などの経済

途上国の貿易政策と経済地理的な要医

地理的な要因を導入した貿易モデルの例を紹介

し，途上国と先進国の間の相互的な貿易自由化

が，多国籍企業の立地行動を通じて，途上国の

製造業部門にどのような影響をもたらすと考え

られるかについての検討を試みた。

結果を要約しておくと，第1に，賃金水準と

企業数が一定と仮定したモデルでは，貿易の自

由化によって途上国の製造業生産は増加する。

ただし，初期の貿易障壁がかなり高い場合には，

逆に低下する可能性もある。第2に，企業数を

内生化した独占的競争モテールでは，自由化によ

って，多国籍企業は市場規模の大きい先進国市

場に移動し，途上国の製造業生産は激減する可

能性が高い。第3に，途上国と先進国の賃金格

差を考慮した場合には，残存する貿易障壁があ

る程度高ければ，自由化しでも途上国の製造業

生産は維持されるが，障壁がゼロに近い水準に

までなると，逆に製造業生産は先進国にシフト

していく。第4に，製造業の労働供給関数が右

上がりの場合，すなわち生産集中による不経済

（労働コストの増加）を考慮したモデルでは，繋

易障壁がかなり低い段階になると繋金コスト要

国が支配的になり，途上国の製造業生産はさら

なる自由化によって増加する可能性が示された。

これに対して，貿易障壁が高い段階では，自由

化は生産の先進国への集中を招く。

このように，結果は，モデルの想定やパラメ

タの設定によって異なり一様ではないが，少

なくとも，自由化の効果は，伝統的な貿易理論

の結論とは異なり，生産の集中による利益（規

模の経済人広義の貿易障壁，策金コストの上昇

（生産集中のコスト）の3つの要因の相対的な大

小関係で決定されることが明らかにされた。

その中で，注目すべき点は，初期の貿易障壁

9ラ
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の高さ，あるいは自由化後に銭存する紫易障壁 今後の課題としたい。

の高さによって，自由化の効果が異なる可能性

があることである。例えば，上の第4の例jでは，

残存する貿易障壁の水準がかなり低いと途上国

の製造業は拡大するが，残された轄療の水準が

i高いと逆に衰退する可能性が示されている。既

述のとおり，広義の貿易障壁には，関税などの

政策的障壁とともに距離的障壁や社会的障壁が

含まれ，貿易自由化によって政策的障壁は撤廃

されでも，現易障壁は完全にはなくならなし～

したがって自由化の帰結を検討する際には司先

進国との聞の距離的障壁や社会的障壁が大きい

闘の場合や，輸送費がかなり高くなる財を生産

する産業の場合，この点に葡怠する必要がある。

最後に，小論で取り l二げたモデルの位置づけ

と限界について述べておこう。第1に，このモ

デルにおける規模の経済性は，製造業部門の生

産技術に固定費部分が存荘することによって生

じており，販売市場や調達市場へのアクセスな

どの「集積の効果」の要因が考慮されていない。

この意味で，このモデルは経済地理的嬰悶のe

部を取り上げたものにすぎない。第2＇こ，自由

化の影響の評価について，小論では，途上国の

3製造業の拡大・縮小に注目して論じたが，静学

的な経済厚生の基準からみれば，自国の製造業

の生産縮小が望ましくない結果であるとは限ら

ない。先進国から安価な製造業製品が輸入され

れば，途上闘の消費者にとっては利益となるか

らである。ただし，ある地域での製造業部門の

生産の経験が，技術や熟練労働の議議（学習効

巣）によって地域的な特性を変化させると寸れ

ば，途上闘の長期的な発展にとって製造業の生

産が自国内で行われることは重婆である。これ

らの点については，小論では披われておらず，
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